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小学校
箇所数 箇所数

殿町 1 子母口（東橘中含む） 10
四谷 5 橘 6
東門前 6 末長 8
大師 6 新作 2
川中島 2 東高津 5
藤崎 3 坂戸 2
さくら 7 久本 3
大島 1 下作延 1
渡田 7 高津 2
東小田 2 梶ケ谷 0
小田 6 西梶ケ谷 1
浅田 0 久末 6
東大島 2 上作延 5
向 2 南原 2
田島 2 久地 5
新町 2 野川 2
旭町 6 西野川 1
宮前 2 南野川 0
川崎 1 宮崎 3
京町 5 鷺沼 1
幸町 2 有馬 0
南河原 1 西有馬 1
御幸 6 富士見台 3
西御幸 4 宮前平 1
戸手 2 宮崎台 1
古川 2 向丘 5
東小倉 1 平 1
下平間 1 白幡台 1
古市場 6 菅生 1
日吉 3 稗原 1
小倉 2 犬蔵 3
南加瀬 1 土橋 8
夢見ケ崎 2 稲田 6
下河原 0 長尾 1
平間 1 宿河原 1
玉川 0 登戸 2
下沼部 5 中野島 5
苅宿 5 下布田 0
木月 1 東菅 5
東住吉 3 南菅 1
住吉 2 西菅 1
井田 6 菅 6
今井 3 東生田 1
上丸子 6 三田 2
西丸子 2 生田 3
中原 1 南生田 1
宮内 5 長沢 2
大戸 5 西生田 4

下小田中 1 千代ケ丘 2
新城 4 金程 1
大谷戸 5 百合丘 5

南百合丘 0
麻生 3
東柿生 4

王禅寺中央 4
真福寺 1
虹ケ丘 1
柿生 5
岡上 2
片平 2
栗木台 3

はるひ野（中学含む） 14

多　　　目　　　的　　　ト　　　イ　　　レ　　　箇　　　所　　　数

＊箇所数については、障害児用
トイレを含んでいます。

小学校設置校数　105校
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中学校 特別支援学校
箇所数 箇所数

大師 6 田島支援 8
南大師 2 田島支援桜 4
川中島 6 聾 1
桜本 1 中央支援 7
臨港 1
田島 3
京町 2 高等学校
渡田 2 箇所数
富士見 9 川崎（附属中含む） 7
川崎 2 商業 5
附属中 ※川崎高校で一括集計 川崎総合科学 5
南河原 1 橘 7
御幸 2 高津 2
塚越 3
日吉 3
南加瀬 2 ＊箇所数については、障害児用トイレを含んでいます。
平間 5
玉川 1
住吉 2
井田 4
今井 6
中原 2
宮内 1
西中原 2
東橘 ※子母口小で一括集計
橘 8
高津 1
東高津 1
西高津 1
宮崎 4
野川 1
有馬 0
宮前平 1
向丘 1
平 1
菅生 2
犬蔵 2
稲田 0
枡形 2
中野島 5
南菅 2
菅 2
生田 3
南生田 0
西生田 2
金程 2
長沢 1
麻生 2
柿生 6

王禅寺中央 2
白鳥 2
はるひ野 ※はるひ野小で一括集計

多　　　目　　　的　　　ト　　　イ　　　レ　　　箇　　　所　　　数

中学校設置校数　49校
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所管事務報告「（仮称）小杉駅周辺地区新設小学校整備事業の進捗状況について」 

平成２８年９月１４日

教育委員会事務局

■立替施行制度とは？ 

 別添資料のとおり

■小杉駅周辺地区新設小学校用地に関する経費比較

事業スキームにつきましては、平成２３年１０月に大学と締結しました基本協定の中で、

事業用定期借地権設定契約による用地確保という形で合意しまして、協議を重ねてまいり

ましたので、買取した場合の経費算出は行っていない状況でございます。

■グラウンド面積の標準とそれと新設小学校の土地面積について 

「グラウンド面積」

 文部科学省の小学校設置基準では、児童 721人以上の学校の運動場面積は 7,200㎡。
 本市小学校平均 6,498㎡
・新設小学校グラウンド面積：3,047㎡
 ※新設小学校は、体育館屋上にもグラウンド（788㎡）を整備し、児童の運動スペースの
確保を図るものでございます。

「学校敷地面積」

本市の学校施設整備基準では、小学校が、13,500 ㎡としており、平均しますと、ほぼ基
準を確保しております。文部科学省の敷地面積に関する基準はありません。

・小学校平均 13,577㎡
・新設小学校敷地総面積 10,015.99㎡（うち歩道上空地約 1,190㎡を含む）
 実質学校敷地として使用可能な面積は、10,015.99㎡‐1,190㎡＝約 8,800㎡

新設小学校の土地面積について

資料②



小杉駅周辺地区小学校整備に向けた進捗状況について 

○小杉駅北側地区で再開発事業が計画・実施されていることにより児童数増加が見込ま

れている状況から、良好な教育環境の確保のため、小学校を新設する。 

○小学校用地は学校法人日本医科大学と、平成２３年度に協定書を締結しており、今後、

事業用定期借地権（約３３年間）により借地する予定。 

○施設整備においては「川崎市公共建築物等における木材の利用促進に関する方針」に

基づいた先導的事業として木質化に積極的に取り組んでいく。 

平成２８年度 実施設計完了、借地契約締結、土地の引渡し、 

川崎市まちづくり公社と個別協定締結（立替施行制度の活用）、 

通学区域・校名等の検討 

平成２９年度 工事着工、通学区域・校名等の検討（通学区域・校名は２９年度に決定） 

平成３０年度 工事完成、開校準備、建物取得手続き 

平成３１年度 開校予定 

 大規模団地等の建設に伴い、短期集中し学校等公共施設の整備が必要になった際に、地

方公共団体の短期集中的な業務負担や財政負担を緩和する方策として考えられた制度で

ある。 

具体的には公社等が施設整備を実施し、後年度に地方公共団体が建設費等を公社等に支

払い、建物（所有権）を取得する。 

 本市では平成６年に川崎市まちづくり公社（以下「まちづくり公社」とする）と協定を

締結し、まちづくり公社による立替施行を実施してきた。 

（最近の事例）土橋小学校（平成 18 年度開校） 

 大規模建設事業等の業務集中に伴う経験豊富な技術職員の不足という課題に対応する

とともに、財政負担の平準化を図るため、まちづくり公社の有する経験豊富な人材を

活用して本事業の確実な執行を図る。 

事業費（工事関係費用） 

約５３億円（平成３０年度末に建物取得予定） 

背 景 立替施行制度 

今後のスケジュール（予定） 
立替施行を導入する効果 

敷地 

ＪＲ南武線

武蔵小杉駅 

東急東横線 

武蔵小杉駅 

日本医科大学 

グラウンド 

日本医科大学 

武蔵小杉病院 
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（仮称）小杉駅周辺地区新設小学校整備に関する木材利用について 

１ 目 的 

○平成２２年、国の木材利用促進法の施行を受け、本市では、地球温暖化の防止、地域経済の

活性化、市民への快適な生活空間の提供等を目的とし、平成２６年１０月に、木材使用量の

目標値等を定めた「川崎市公共建築物等における木材の利用促進に関する方針」（以下「方

針」という。）を策定。

○方針に基づき、当該施設の整備に併せ木材利用の推進を図る。

２ 木材利用にあたっての基本的な考え方 

○学校施設については、平成１０年の文部省通達を踏まえ、方針の策定以前の学校施設におい

ても、改築等の機会を捉え、木材を一定の仕様に取入れ、整備を進めている。

○方針策定後の学校施設における木材利用にあたっては、これまでの一定の仕様を基に、設計

上の工夫等を行ない、従来の工事費をベースとして、一層の木材利用を進めるものである。

  ○また、公立学校施設の木造化及び内装木質化に対する文部科学省の補助制度を活用すること

で、財政負担の軽減も図りながら、学校改築事業等における木材利用を進めるものである。

３ 方針に基づく学校施設の木材使用量について 

○方針では、学校施設ついては、木の温かみと潤いのある子どもたちの学習生活環境づくりに

向け、積極的に木材利用を図る観点から、単位面積あたりの木材使用量の目標値を０．０１

m3／m2としている（庁舎等については、０．００８m3／m2としている）。

○なお、目標値は、構造・内外装など建物全体の木材使用量を床面積で割った数値であり、概

ねのイメージとして、厚み１cm のフローリングを建物全体に貼ると０．０１m3／m2となる。

平成２８年９月２８日

文教委員会資料
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４ 当該施設の整備に係るコストについて 

○当該施設の木材利用にあたっては、エントランスホールや多目的ホールなど、効果的に木の

良さを感じていただける場所などを中心に積極的な木質化を行い、その他の場所については

木材の使用量を少なくするなど、木の使い方について設計上の工夫をすることで、コスト的

な配慮を行っている。 

○木材利用に係る内装工事については、方針策定以前の一定の仕様により整備された大谷戸小

学校と比較すると、約１３，４００円／m2（計：約１億２，１００万円）に対し、当該施設

は、約１４，７００円／m2（計：約１億４，４００万円）であり同程度となっている。 

○内装工事を含めた建築全体工事費（設備・外構を除く）は、大谷戸小学校が、約２０４，０

００円／m2（計：約１８億４，０００万円）に対し、当該施設は、約２１５，０００円／

m2（計：約２０億９，６００万円）となっている。 

○建築全体工事費に若干の差異が生じた要因としては、労務費高騰などによる工事費の上昇や

プランニングによるサッシ等の数量の違いが大きく影響しているものの、設計全体での工夫

により、従来の建築コストと概ね同程度となるよう配慮を行っている。 

○当該施設は３０年の定期借地による新設整備事業であり、将来の解体工事を見据え鉄骨造を

採用している。こうしたことから解体工事を含む建築全体工事費は、RC 造の大谷戸小学校が、

約２２３，０００円／m2（計：約２０億１，３００万円）に対し、当該施設は、約２２５，

０００円／m2（計：約２２億１００万円）で、ほぼ同等となる。 

○その結果、設計上の工夫により、効果的に木の良さを実感できる場所などを中心に木質化を

行い、市民等への積極的なＰＲが図られるものである。

５ 当該施設における木材利用について 

○内部の腰壁、フローリング、教室のロッカーのほか、エントランスホール・多目的ホールや

一部廊下の天井において木製ルーバーを設置している。

○また、建物内だけでなく、正門からのアプローチ空間や東側メインストリート側の外装につ

いても壁や軒裏に木材を利用し、市民等への木材利用の PR を行っている。

○当該施設の木材使用量については、延べ面積 約９，７５０m2 に対し、約１５２m3 の木材

を使用しており、単位面積あたりの使用量は０．０１５６m3／m2となる。

○大谷戸小学校の木材使用量については、延べ面積 約９，０２２m2 に対し、約１１７m3 の

木材を使用しており、単位面積あたりの使用量は０．０１３m3／m2となる。
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平成２８年９月７日

教育委員会事務局

文教委員会（平成２８年９月１日）における織田委員の質問に対する回答

【質問】  

奨学金の申請基準に成績要件として、５段階評価で３．５以上との説明があ

ったが、特別支援学校の生徒の成績の付け方について、把握しているか。

【回答】

本市における特別支援学校の学習評価につきましては、「小学校、中学校、高

等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等

について（通知）」（22 文科初第 1 号 平成 22 年 5 月 11 日付）に基づいて評価

しています。

初めに、特別支援学校（視覚障害、聴覚障害、肢体不自由又は病弱）におけ

る各教科・科目等の学習の記録については、評定や修得単位数について記入す

ることとなっております。

次に、特別支援学校（知的障害）における各教科・科目等の学習の記録につ

いては、特別支援学校高等部学習指導要領に示す各教科の目標、内容に照らし、

具体的に定めた指導内容、実現状況等を文章で記述することとなっております。

 したがいまして、特別支援学校の視覚障害、聴覚障害、肢体不自由又は病弱

の生徒については、評定の数値化が可能であるため、川崎市高等学校奨学金の

対象としているところでございます。

 なお、川崎市高等学校奨学金における特別支援学校からの申請・認定につい

ては、平成２７年度に学年資金で１名、平成２８年度入学支度金で１名の申請・

認定の実績がございます。
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